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次期消費者委員会への移行に当たっての留意事項（案） 

令和３年 月 日 

消 費 者 委 員 会 

 第６次消費者委員会は、令和元年９月の発足以降、各種の消費者問題について

精力的に調査審議を行ってきたが、この８月末に任期満了を迎える。この間、新

型コロナウイルス感染症感染拡大の影響により対面による会議開催が困難とな

り、ＴＶ会議システムによる会議開催を中心にせざるを得なくなったが、そのよ

うな制約の下でも活発に調査審議を行い、建議や提言、意見等を計 14件、諮問

に応じた答申等を計 22件発出した。これらの意見表明を受けて、関係省庁等に

おいて制度の見直しや運用の改善が図られるなど、一定の成果が得られたとこ

ろである。 

他方、継続的な取組やフォローアップ等が必要な課題、第６次委員会の任期中

では十分に審議を尽くせなかった課題、第７次委員会の発足後に新たに対応が

必要となることが見込まれる課題等も存在する。 

 このため、第６次委員会としては、この９月に発足する第７次委員会において、

これらの課題への適切な対応のため、下記の点に留意して調査審議を行ってい

ただくことを期待する。 

記 

１．消費者委員会の運営について 

  新型コロナウイルス感染症の感染拡大やデジタルトランスフォーメーショ

ンの進展などの社会状況の大きな変化を受けて、改めて消費者委員会が果た

すべき役割について共通認識を得た上で引き続き消費者行政の課題に取り組

むことが必要と考えられる。これまでの消費者委員会６期 12年の取組を踏ま

えつつ、これからの姿を議論しながら、次に挙げる課題について積極的に取り

組んでいただきたい。 

 コロナ禍等緊急事態下においても消費者委員会の機能を十全に果たすた

め、委員会における議論の透明性の向上、委員会と消費者団体等の関係団

体・地方公共団体・関係省庁等・国民生活センター等との意見交換・調整

の在り方、委員会に寄せられた意見への対応等の委員会の運営の在り方

について検討することが必要である。

 新型コロナ感染拡大による影響に留意しつつ、シンポジウムや意見交換

会等の開催（オンラインによる実施も含む）を通じ、地方や関係団体から
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直接意見を聴取することにより、消費者問題の現場との結び付きの強化

を継続的に図ることが重要である。また、各種の民間団体等との連携を取

りつつ、一般消費者の参画も得たフォーラムの開催等を通じて、消費者委

員会の取組の成果等を共有していくことが重要である。 

 消費者委員会が独立して消費者行政全般についての監視機能を十全に果

たすことを担保するため、その事務局体制について引き続き充実・強化を

図ることが重要である。 

 消費者委員会の活動やその成果等の認知度を向上させるための広報の取

組について、新たな広報手段の活用等を含めた工夫を図ることが重要で

ある。 

 

２．下部組織の運営について 

 次に挙げる部会及び専門調査会については、第７次消費者委員会の発足後、

速やかに審議体制を整備することが必要である。また、新たに専門的な事項等

を調査審議する場合には、必要に応じ、既存の下部組織を再開もしくは新たな

下部組織を設置していただきたい。 

（１）新開発食品調査部会 

  特定保健用食品の表示の許可に関し、消費者委員会は、消費者庁より恒常的

に諮問を受けることから、諮問に応じた調査審議の実施体制を常時備えてい

る必要がある。 

（２）食品表示部会 

  食品表示法及び食品衛生法に基づく食品の表示基準の改正等に向けて消費

者庁より諮問を受けた際への対応のため、調査審議の実施体制を継続するこ

とが必要である。 

（３）公共料金等専門調査会 

  各省庁が所管する公共料金等について、決定過程の透明性、消費者参画の機

会及び料金の適正性の確保等に向けた課題を検討するため、調査審議の実施

体制を継続することが必要である。 

 

３．当面の主要課題 

 次に挙げる課題については、既存の下部組織等の再開や新たな下部組織の設

置を含めて、引き続き関係省庁等の取組を注視し、必要に応じ意見表明等を行

う必要がある。 

（１）コロナ禍等に伴う消費者問題への対応 



3 
 

 消費者基本計画の検証・評価・監視の一環として、コロナ禍等緊急事態下

の消費者問題について審議してきたところであるが、コロナ禍をはじめ

とする様々な緊急事態下における消費者問題やそれに対する対処の在り

方について引き続き注視するとともに、必要に応じ調査審議を行い、関係

省庁等に対応を求めていく必要がある。 

（２）特定商取引法等の契約書面等の電子化等への対応 

 本年２月に発出した建議を踏まえ、消費者庁「特定商取引法等の契約書面

等の電子化に関する検討会」における検討状況を注視するとともに、随時

消費者庁に対し報告を求めながら、関係政令等の整備等に際して必要に

応じ意見表明等を行う必要がある。 

（３）成年年齢引下げ等への対応 

 民法上の成年年齢引下げが令和４年４月に実施されることや若年者の消

費者被害の防止・救済の観点から、若年者への消費者教育の推進等に関す

る関係行政機関の取組について継続的にフォローするとともに、消費者

委員会としても情報発信を強化していく必要がある。 

（４）デジタル化への対応 

 社会のデジタル化が進展する中で、消費生活相談のデジタル化、ＰＩＯ－

ＮＥＴの機能強化、ＡＩ等のデジタル技術を活用した情報分析や注意喚

起情報の発信等、消費者行政のデジタル化が重要であることから、関係行

政機関と連携しつつ検討する必要がある。 

 本年４月に成立した「取引デジタルプラットフォームを利用する消費者

の利益の保護に関する法律」の施行に向けた関係省庁等における取組を

注視するとともに、C to C取引への対応等、国会附帯決議において今後

の課題とされた事項への検討状況について引き続きフォローを行う必要

がある。 

 今後、ＡＩ等のデジタル技術を活用した事業活動によって、消費者にとっ

て利便性の向上が期待される一方で、より複雑化した技術を消費者が理

解することが一層困難になること、ネット社会特有の新たな消費者問題

の顕在化等が懸念される。このような懸念を解消するためには、まずは消

費者の利益及び自己決定の確保の観点から、消費者にとって理解しやす

い積極的な情報の提供及び開示が事業者によって行われる等の透明性の

確保が重要であると考えられる。上記の観点から、関係省庁等の取組を注

視するとともに、デジタル化に伴い発生する消費者トラブルについてフ

ォローを行い、消費者被害の抑止の観点から、継続的に調査審議を行う必

要がある。 

 さらにデジタル化が進展する中で消費者被害を抑止するためには消費者
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のデジタル・リテラシーの向上も重要であるため、関係行政機関と連携し

つつ検討する必要がある。 

（５）ＳＤＧｓへの貢献 

 消費者政策の立場からＳＤＧｓの達成に向けた貢献を行うため、消費者志

向経営やエシカル消費の推進等、事業者と消費者の連携・協働の促進に関

し関係行政機関と連携しつつ検討する必要がある。 

（６）各ＷＧ報告書等を踏まえた取組の推進 

 消費者法分野におけるルール形成の在り方等については、本年８月に発出

した意見を踏まえた関係省庁等の取組を後押しするとともに、被害回復の

ための財産保全措置等の残された論点について引き続き調査や検討を行

う必要がある。また、アフィリエイト広告、後払い決済サービス、ターゲ

ティング広告、C to C取引に関する自主規制の取組の状況について引き

続きフォローを行う必要がある。 

 消費者関連情報の提供の在り方については、本年８月に発出した意見を踏

まえた事業者と行政による新たな公民連携の推進等の関係行政機関の取

組を後押しする。 

 

４．その他の主な継続的課題 

 食品表示の全体像について、令和元年８月の提言を踏まえた消費者庁に

おける検討状況を注視していくとともに、必要に応じて一括表示の視認

性向上手段や Web を適用した食品表示の在り方に関する検討を行う必要

がある。 

 電力・ガス市場について、小売全面自由化が消費者にもたらす影響につい

て引き続き注視するとともに、本年７月に発出した意見を踏まえた電力

託送料金制度改革等に関する関係省庁等における取組状況をフォローし

ていく必要がある。 

 地方消費者行政について、消費生活相談体制の強化や消費生活相談員の

活躍の場の拡大等を含め、令和２年８月に発出した意見を踏まえた関係

行政機関における取組を注視するとともに、地方消費者行政強化作戦

2020 等に基づく関係行政機関の取組を後押しする。また、徳島の消費者

庁新未来創造戦略本部における取組の状況や成果が国及び全国の地方公

共団体の消費者行政に展開・活用されるように、引き続き状況をフォロー

する必要がある。 

 消費者・消費者団体と事業者・事業者団体との双方向のコミュニケーショ

ンや連携を促進することが重要と考えられ、そのための専門的な知見を

有する消費者団体を育成・支援する関係行政機関の取組を注視するとと
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もに後押しする。 

 消費者基本計画及び工程表について、関係省庁等におけるＫＰＩの検討

状況について引き続き注視するとともに、より客観的な指標として機能

するＫＰＩの在り方について検討を行う必要がある。 

 

（ 以 上 ） 

 


